
 

 

益城町を 

  ふるさと納税で 

   応援してください! 

企業版ふるさと納税とは? 

企業版ふるさと納税（地方応援税制）とは、国が認定する地方公共団体の地方創生事業に対し、 

企業が寄附を行うと、最大で寄附額の約 9 割相当額が法人関係税で軽減される制度です。 

益城町の現状 

企業版ふるさと納税で応援できるプロジェクト 

お問合わせ先 

2016年の熊本地震からの復興と新たな人の流れやにぎわいの創出

を目指して、町のポテンシャルを高め、魅力アップを目指す「益城町バー

ジョンアップ大作戦」に取り組んでいます。教育やまちづくり、観光など、さ

まざまな分野で民間と行政が新たな価値をつくり出していく「官民共創」

で新事業を推進、関係人口の拡大や未来を担う人材を育成し、益城

町の魅力を積極的にアピールしていきます。 

 是非、益城町の創造的復興にご協力をお願いします。 

事業内容のご説明、寄附いただくに際しての流れ

など、益城町の企業版ふるさと納税について詳しく

ご説明させていただきます。 

なお、直接ご訪問のうえ、説明させていただくことも

可能ですので、お気軽にご連絡ください。 

 

益城町役場企画財政課財政係 

Tel :０９６－２８６－３２２３ 

     ０９６－２７３－８８２０ 

Ｍail:zaisei@town.mashiki.lg.jp 

制度活用の流れ 

企業版ふるさと納税のメリット 

１ 企業のイメージアップ 
 …町ＨＰにて、寄附をいただいた企業をご紹介します。 

税負担の軽減効果が 3 倍! 
 …現行の損金算入措置（約３割）と併せて、 
寄附額の 9 割に相当する額が軽減されます。 

２ 

３ 益城町の復興を直接支援! 
 …益城町の復興に直結する事業に直接支援でき 
ます。 

まちに新たなにぎわいを創り出す!益城町バージョンアップ大作戦 

1 
寄附の 
ご相談 

２ 
寄附の 

お申込み 

３ 
寄附金の 
払込み 

電話、電子メールなどによ
りお気軽にご連絡ください。 

申出書（所定様式）によ
り、寄付をお申込みください。 

納付書を発行しますので、払込
みをお願い致します。その他の払
込み方法もご相談に応じます。 

1. 子どもバージョンアップ作戦       ICT 教育  地域の公園の再整備 etc 
 

2. まちの魅力バージョンアップ作戦     都市型スポーツ複合拠点の整備 スタンドの建築 創業支援 etc 
 

3. 集客への取組バージョンアップ作戦   観光プランの作成 テーマ別観光マップ 教育旅行 etc 
 

4. 防災バージョンアップ作戦           老朽化した消防団設備の更新 自主防災組織運営力向上 etc 

「まちの魅力バージョンアップ作戦」で取り組む拠点整備においては、町内に多く残る古民家を再生し、カフェや
民宿として活用することで、新たなにぎわいの創出を図ります。また、東京オリンピックにおいて新競技に認定され
たスケートボードやスポーツクライミングなどの都市型スポーツや、国体競技となった e スポーツに取り組める環境
を整備し、これらに挑戦する学生や若者を支援します。そのほか、陸上競技場へのスタンドの建築計画や熊本
地震で表出し、国の天然記念物に指定された横ずれ断層「布田川断層帯」を保存していくための展示施設の
整備計画も進めています。 
「集客への取組みバージョンアップ作戦」では、現在宿泊施設が少ない益城町へ九州圏内から日帰りで気軽に
お越しいただけるよう、新たな観光プランやテーマ別観光マップを作成します。また、旅行会社との連携も視野に
入れた教育旅行の誘致にも積極的に取り組み、これまで以上に多くの方に来町いただけるよう受入れ体制を整
えます。「子どもバージョンアップ作戦」における中学校の新設及び小中学生へのタブレット配布は、2020 年度
中の完成・達成を予定しています。また、町内にある自然公園のうち、潮井公園は 2022 年度中の整備完了
を予定しています。「まちの魅力バージョンアップ作戦」で整備する拠点については現在計画段階であり、土地の
選定や運営方法を検討中です。「集客への取組みバージョンアップ作戦」及び「防災バージョンアップ作戦」は、
これまでも継続して行っている活動であるため、今後 5 年間も継続して取り組む予定です。 

プロジェクト 

具体的な取組み 

4 
税制措置
の申請 

申告時に本制度の適用がある寄附を
行った旨を申告するとともに、領収書の
写しを添えて手続きを行ってください。 

企業版ふるさと納税の対象となるプロジェクトは、以下の通りです。 

応援したいプロジェクトを選択のうえお申込みください。（両方への寄附も可能です。） 

※10 万円以上の寄附が対象になります。 

例）100 万円寄附した場合 

 ⇒ 約 90 万円の税軽減効果! 
（実質負担約 10 万円） 

 


